
【別紙９】 
＜参照条文＞ 

● 外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律（平成二十八年法律第八十九号）

（抄） 

 

（技能実習計画の認定） 

第八条 技能実習を行わせようとする本邦の個人又は法人（親会社（会社法（平成十七年法律第八十六

号）第二条第四号に規定する親会社をいう。）とその子会社（同条第三号に規定する子会社をいう。）

の関係その他主務省令で定める密接な関係を有する複数の法人が技能実習を共同で行わせる場合は

これら複数の法人）は、主務省令で定めるところにより、技能実習生ごとに、技能実習の実施に関す

る計画（以下「技能実習計画」という。）を作成し、これを出入国在留管理庁長官及び厚生労働大臣に

提出して、その技能実習計画が適当である旨の認定を受けることができる。 

２～５ （略） 

 

（認定の基準） 

第九条 出入国在留管理庁及び厚生労働大臣は、前条第一項の認定の申請があった場合において、その

技能実習計画が次の各号のいずれにも適合するものであると認めるときは、その認定をするものとす

る。 

 一 （略） 

 二 技能実習の目標及び内容が、技能実習の区分に応じて主務省令で定める基準に適合していること。 

三～十一 （略） 

   

（認定の欠格事由） 

第十条 次の各号のいずれかに該当する者は、第八条第一項の認定を受けることができない。 

 一 拘禁刑以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から起算

して五年を経過しない者 

二～八 （略） 

九 第八条第一項の認定の申請の日前五年以内に出入国又は労働に関する法令に関し不正又は著し

く不当な行為をした者 

 十～十一 （略） 

 十二 法人であって、その役員のうちに前各号のいずれかに該当する者があるもの 

十三 （略） 

 

（認定の取消し等） 

第十六条 出入国在留管理庁長官及び厚生労働大臣は、次の各号のいずれかに該当するときは、実習認

定を取り消すことができる。 

 一 実習実施者が認定計画に従って技能実習を行わせていないと認めるとき。 

 二 認定計画が第九条各号のいずれかに適合しなくなったと認めるとき。 

 三 実習実施者が第十条各号のいずれかに該当することとなったとき。 

 四 （略） 

 五 第十四条第一項の規定により機構が行う報告若しくは帳簿書類の提出若しくは提示の求めに虚



 
偽の報告若しくは虚偽の帳簿書類の提出若しくは提示をし、又は同項の規定により機構の職員が行

う質問に対して虚偽の答弁をしたとき。 

六 （略） 

 七 出入国又は労働に関する法令に関し不正又は著しく不当な行為をしたとき。 

２ 出入国在留管理庁長官及び厚生労働大臣は、前項の規定による実習認定の取消しをした場合には、

その旨を公示しなければならない。 

  



 
●外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律施行規則（平成二十八年法務

省・厚生労働省令第三号）（抄） 

 

（技能実習の目標及び内容の基準） 

第十条  

１ （略） 

２ 法第九条第二号（法第十一条第二項において準用する場合を含む。）の主務省令で定める基準のう

ち技能実習の内容に係るものは、次のとおりとする。 

 一 （略） 

 二 従事させる業務について、次のいずれにも該当するものであること。 

  イ～ロ （略） 

   ハ 移行対象職種・作業に係るものにあっては、次に掲げる業務の区分に応じ、当該業務に従事さ

せる時間が、それぞれ次に掲げる条件に適合すること。 

   （１） 必須業務（技能実習生が修得等をしようとする技能等に係る技能検定又はこれに相当す

る技能実習評価試験の試験範囲に基づき、技能等を修得等するために必ず行わなければな

らない業務をいう。以下このハにおいて同じ。） 業務に従事させる時間全体の二分の一

以上であること。 

   （２） 関連業務（必須業務に従事する者により当該必須業務に関連して行われることのある業

務であって、修得等をさせようとする技能等の向上に直接又は間接に寄与する業務をい

う。） 業務に従事させる時間全体の二分の一以下であること。 

   （３） 周辺業務（必須業務に従事する者が当該必須業務に関連して通常携わる業務（（２）に

掲げるものを除く。）をいう。） 業務に従事させる時間全体の三分の一以下であること。 

   ニ～へ （略） 

 三～八 （略） 

３～４ （略） 


